債務承認弁済契約書

株式会社●●●（以下「甲」という）と、株式会社●●●（以下「乙」という）とは、以下のとおり債務の承認ならびに債務弁済契約を締結した。

第１条（目的）

乙は、甲に対し、本日現在、平成●年●月●日に締結した商品売買契約にもとづく買掛金のうち、未払い買掛金として金●●円および遅延損害金●●円、合計●●円の支払債務を負担していることを承認し、本契約にもとづき甲に対して弁済することを約し、甲はこれを承諾した。

第２条（弁済期）

乙は、甲に対し、平成●年●月●日限り、前条の債務金および利息金を甲の指定する銀行口座に振込むことにより一括弁済するものとする。なお、その際の振込手数料は、乙の負担とする。

第３条（利息）

第1条で承認された金銭債務の利息は、年●パーセントとする。

第４条（遅延損害金）

期限後または期限の利益を失ったときは、その時点における元利金の総額に対し、乙は、甲に対し、その翌日から完済に至るまで、年●パーセントの遅延損害金を支払わなければならない。

第５条（期限の利益喪失）

乙は、次の場合には、甲の催告を要せず当然に期限の利益を失い、ただちに元利金を支払わなくてはならない。

①乙が第三者から差押・仮差押・仮処分または強制執行を受けたとき、もしくは競売の申立または破産宣告の申立を受けたとき

②甲に通知せずに、乙が住所を移転したとき

③その他本契約の条項に違反したとき

第６条（連帯保証）

連帯保証人藤井里美（以下「丙」という）は、本契約にもとづき、乙の本件債務について乙と連帯してこれを保証し、甲に対してその履行の責を負うものとする。

第７条（公正証書の作成）

乙および丙は、本契約を強制執行許諾文言付きの公正証書にすることを承諾する。なお、公正証書作成費用は、乙の負担とする。

第８条（協議）

本契約に定めのない事項、または本契約の各条項の解釈について疑義が生じたときは、甲乙は誠意をもって協議し、これを定めるものとする。

第９条（合意管轄）

本契約に関して紛争が生じた場合には、甲の住所地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。

以上、本契約の成立を証するため、本書３通を作成し、甲乙丙各記名押印のうえ、各１通を保有する。

平成●年●月●日


　　　　　　　　甲（住　所）　●●●


　　　　　　（名　称）　株式会社●●●



　　　　　　　　 代表取締役　●●●　　　印

　　　　　　　　乙（住　所）　●●●


　　　　　　（名　称）　株式会社●●●



　　　　　　　　 代表取締役　●●●　　　印

　　　　　　　　丙（住　所）　●●●


　　　　　　（氏　名）　●●●　　　　　　　　　印
